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8 日本赤十字社の救護活動

日本赤十字社の救護活動

[浦田喜久子/東 　智子]

　日本赤十字社(以 下、日赤)は 、国内 ・国際における紛争や災害時の救護活動を主

たる業務 とし、その対応は医療救護、救援物資の備蓄 と配分、災害時の血液製剤の供

給、義援金の受付 と配分等があ り、被害の特徴やニーズに応じて対応 している。

　日赤は、1947(昭 和22)年 に制定された災害救助法に、国 ・都道府県に対して救助

の協力義務が明記され、1961(昭 和36)年 の災害対策基本法には、指定公共機関に位

置づけられている。 日本赤十字社法に医療救護班を確保 してお くことを定め、日赤本

社(以 下本社)お よび全国の赤十字支部 ・病院に約500個 班(1個 班は医師1名 、看護

師長1名 、看護師2名 、主事2名 か らなる計6名)を 常備 している。また、救護班の

ほかにdERU(domestic　 Emergency　 Response　Unit:国 内型緊急対応の仮設診療所設

備、通信機器 とそれらを運ぶ トラックおよび訓練 されたdERU要 員＜医師 ・看護師等

を含む14名 ＞を運用するシステムの総称)を 全国に20ユ ニット配備 している。

　救護班の派遣は、現地対策本部 と本社の対策本部および全国の6つ のブロック代表

支部 と連携を図 りなが ら計画的に実施 している。派遣命令は現地対策本部より召集さ

れ るが、近隣の支部長 ・赤十字病院長判断で も派遣できる。

　今回の震災被害の特徴 として、死者 ・行方不明者、家屋の全壊のほとん どが津波に

よるものである。一命を取 り留め避難所生活を余儀 なくされた人々は、災害による負

傷 よりも、寒さや食料等が不足 した避難所での厳 しい集団生活による感染症の発症、

慢性疾患の悪化、精神的ス トレスが顕著であった。

　 このような被災者に対応するため、こころのケアや新たに編成 した看護ケア班 ・介

護チームを派遣 した。 また、福島第一原発事故による放射線被ば くとい うかつてない

被害の被災者に対 しても医療救護を実施 した。宮城県石巻市では、津波によってほと

んどの病院が被災 したため、唯一診療機能を有 した石巻赤十字病院を支援するため、

全国の医療従事者が集結 し活動 した。

　今回は、 このように多岐にわたった日赤の救護活動について述べる。
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第1部 各論I 災害時の各組織の活動 と考察

　3月11日14時46分 に東 日本大震災が発生すると、本社 には15時 に第二次救護体

制が配置 された。15時30分 には第三次救護体制が発令 されるとともに、災害救護対

策本部が設置され、かねてより整備 している 「日本赤十字社本社災害救護体制要綱」

に従って、社 内の災害時業務の統括 ・調整、現地対策本部および各支部 との連絡 ・調

整や国 ・地方公共団体 ・防災関係機関 との連絡 ・調整に取 り組んだ。

　本社対策本部は、15時30分 、ブロック代表支部に、各支部救護班を宮城県へ派遣す

るよう指示 し、15時48分 にはさいたま赤十字病院救護班1班 が出動 した。16時50分 、

日赤医療センターが救護班にdERUを 同行 して出動 した。

　17時51分 、東京都支部管下の5病 院から救護班が、武蔵野 ・鳥取赤十字病院からは

DMATが 出動 した。その後、発災当日には、全国の支部 ・病院か ら、救護班33班 、

DMAT22班 が出動 した。 しか しながら、被 災の状況が大きい上に通信機器が十分 に

機能せず、またガソリン不足等から救護班の現地到着は困難であった。

　救護班の活動範囲は、常備救護班派遣要領では応急医療、助産、死体の処理、巡回

診療 となっている。今回 も、開設 した救護所や被災現場での医療救護 を行 うとともに

避難所等において巡回診療を行 った。

　救護班の活動は6カ 月間行われ、935班6,700名 を派遣 し、87,000名 を診療 した。

救護班の編成は先に述べた通 り基本6名 であるが、状況に応 じて増員することとなっ

てお り、今回は医師を複数含む班が約35%、 薬剤師を含む班56%、 こころのケア要員

を含む班23%と なっている。薬剤師を含む班が半数以上を占めているのは、服薬を継

続する必要のある慢性疾患の人々が多く、また処方箋等もなく与薬をす ることが必要

だったことによるものと思われる。

　受診者数 は、5月 末での 「救護班活動取扱い集計表」か ら、発災2～3日(1日 約

1,700名)が 多 く、2週 目がピーク(1日1,800～2,400名)と なっている。年齢階層別

では乳幼児(0～4歳)が3.6%、 成人(5～74歳)73.5%、 高齢者(75歳 以上)22。9%

である。岩手、宮城、福島3県 の人口比率か ら見ると、高齢者の受診率が高い。症状

別で は重症0.2%、 中等症3.7%、 軽傷が96.1%で あった。疾患別では上気道感染

26,0%、 高血圧19.2%、 外傷4.6%で あった。震災による外傷 より慢性疾患が多 く、

軽傷がほとん どであったのが特徴である。

　救護 日誌には、「通常飲んでいる処方薬がすべてな くなった患者さんが救護所に来

られて」、「ス トレスからくると考えられる症状」、「避難所での食事は高齢者には口に

合わず、ほ とん ど食事が とれていない」、「こころのケアの介入が必要なケースが頻出

する」 といった記載が多い。

　救護班は、できるだけきめ細やかな対応を心がけているが、活動期間が3日 間であ

ることから時間をかけての十分な対応や申し送 りができないこと、救護 日誌の不統一
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などに課題が残った。 また、避難所等の避難者の状況、衛生環境や ライフライン等の

アセスメン トについては、日赤の災害救護活動 として制度的に位置づ けられていない

が、現地で救護活動を実施する上で必要である。 それに基づき、現地で活動するさま

ざまな支援チーム との連携のもと、 コーディネーシ ョンを行 える人材育成が今後の課

題である。

　 1995年 の阪神 ・淡路大震災を契機に、災害時のこころの問題が重要視 されるように

な り、 日赤でも、 こころのケアを災害救護活動の大 きな柱 と位置づけている。

　「赤十字のこころのケア」は、精神科医等の専門家が行 う精神治療や心理療法 とは異

な り、特別な訓練を受けた非専門家による心理社会的支援であり、支持 ・傾聴 ・共感 ・

具体的支援の4要 素か らなる 「こころの救急法」が基本である。

　 日赤は、こころのケアを導入するため、1998年 か ら国際赤十字 ・赤新月社連 盟主催

の心理支援 ワークショップに参加 し、2003年 よりこころのケア指導者研修会 を実施 し

てきた。また、こころのケアは、①災害発生早期か ら開始することが重要であること、

②生活支援や医療救護 と並行 して行うことが必要であることから、2005年 より各赤十

字都道府県支部において、救護班要員に対するこころのケア研修 も行っている。

　東日本大震災の発災当日には、全国の日赤病院か ら55の 救護班が出動 し、その後 も

次々に救護班が派遣された。本社の災害対策本部では各救護班に、こころのケア要員

を同行させ るよう求めたが、実際にはこころのケア要員が同行 していない救護班も多

く、同行 していても医療活動に時間をとられている現状があった。

　そのような中、東京都支部が代表 を務 める第ニブロックがこころのケア班を石巻に

派遣す ることになった。被災地の情報がほ とん どない状況で3月14日 に石巻に向け

て出発 した こころのケア班 は、石巻 日赤が多 くの被災者 を受け入れ、職員が不眠不休

で働いている現状を目の当た りにした。

　 こころのケア班 は、病院機能を維持するために、まずは病院職員に休息をとらせ る

ことが重要 と判断し、遺体安置所で家族のケアにあたっていた臨床心理士や事務職員

を順番 に休ませなが ら、大切な家族を亡 くした方々のケアを行った。また、病院内に

リフレッシュルームを開設 し、病院職員の心身のケアを実施 した。 これ らの活動 と並

行 して、地域の避難所を巡回し、被災者のこころのケアも開始 した。

　 日赤は、営城県石巻市以外に、岩手県の宮古市、釜石市、陸前高田市、福島県の福

島市、会津若松市等で救護活動を展開 していた。 こころのケア活動 も同地域で行 うこ

ととし、ブロック代表支部にこころのケア要員の派遣を依頼、調整を開始 した。

　 しかし、広域にわたる被災地 に救護班を大量投入 している状況で、①救護班員に加

えて こころのケア要員を派遣すること、② こころのケア班の活動を支えるための連絡

調整員や車両、宿舎 を確保すること、などに困難を極めた。岩手県では、日赤支部が
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ある盛岡市 と沿岸部の被災地が離れていたため、各活動地域の状況を把握 し、 こころ

のケアを展開するためのコーディネーターが必要であった。そのため、長期間活動で

きるこころのケア指導者を派遣 し、関係機関 との調整や活動体制の構築を行った。

　派遣 されたこころのケア要員は、保健師 と協働 して避難所等で住民の話を傾聴 した

り、子 どもと遊んだ りしながら、健康状態や生活環境のチェック、感染予防 ・血栓 予

防のための保健衛生活動、ス トレッチ体操やマッサージ等を実施 し、必要時、精神科

医師に相談するなど、多岐にわた る活動 を行った。福島県では、救護班要員が被災者

の健康相談を行いなが らこころのケアを実施 し、赤十字ボランティアもリラクゼー

ションを行 う等、こころのケア活動を行った。

　被災地の医療機関が機能回復す るとともに、救護班の派遣 は徐々に縮小されていっ

た。 しか し、こころのケアは長期にわたって必要であると判断 し、救護班同行派遣か

ら、こころのケア単独班の派遣に切 り替 えていった。2011年9月1日 までに全国か ら

派遣 されたこころのケア要員は718名 で、約14,000名 の方にかかわった。その後は、

被災地支部がボランティア中心のこころのケア活動を継続 している。

　 日赤が こころのケア活動を展開するにあた り、医療救護班、厚生労働省のこころの

ケアチーム、保健センター、避難所の保健師等 との連携 を密にすることが重要であっ

た。しか し、行政や他の関係団体の 「赤十字のこころのケア」に対する認知度は低 く、

現地で良好な連携関係を保つためには繰 り返 し説明することが必要であった。

　特 に、厚生労働省の要請によって派遣されているこころのケアチームには精神科医

が必ず含まれてお り、彼 らと現地で連携するためには 「赤十字のこころのケア」につ

いて理解 してもらうことが必須であった。今後は、「赤十字のこころのケア」について

の認知度を日赤内外で高めてい くことが必要である。また、現地で長期間 コーディネー

ター として活動できる人材の育成 も急がれる。

　発災当初 より、インフラが十分機能 しない避難所等で、長期間の不 自由な集団生活

を強いられる被災者の健康管理や生活支援のニーズが高い状況 にあった。

　4月 末 まで救護活動を行った師長を対象に、「救護活動における看護支援ニーズ調査

(4日)」 を行った結果、看護活動で必要な項 目は、こころのケア、保健指導 ・教育、日

常生活援助 ともそれぞれ約30%で あった。保健指導 ・教育では、感染予防、疾病予防 ・

悪化予防であり、日常生活援助では、清潔、環境整備、排泄援助等であった。 また、

生活不活性化による疾病の予防、高齢者 ・要介護者への援助が必要であることが明ら

かになった。

　そこで、活動目的を 「避難所、仮設住宅等の被災者の健康レベルに応じた疾病予防、

慢性疾患悪化の予防、 日常生活援助、指導 ・教育」 として、看護ケアを専門に提供す

る 「看護ケア班」を6月 より派遣す ることにした。
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　派遣先は、多数の避難者が存在 し、医療ニーズが発生 した場合の連携を考え、日赤

の救護班が継続 されている岩手県陸前高田市立第一中学校 とした。派遣人員は、　 一班

を看護師2名 とした。その活動が健康ニーズのアセスメン トや高度看護実践、他職種

と連携できる能力を有す る者 とし、派遣期問は、実働5日 間 とした。全国から集 まっ

た保健支援チーム と協働することとし、看護ケア班は、岐阜県 ・岐阜市保健チームと

の協働で活動 した。

　被災者の全戸調査の結果を受け、健康障害を有 した仮設住宅 ・在宅避難者の訪問、

避難所内の巡回訪問を実施 した。避難所には、高齢者ルームが設置され、全国か ら派

遣された介護福祉士の方々と協働 して看護 ケアを提供 した。8月 までの3カ 月間、看

護師35名 を派遣 した。看護師等は、保健師、認定看護師、健康生活指導員 ・救急法指

導員 ・幼児安全法指導員(日 赤が認定する資格)、ケアマネジャー、訪問看護経験者等

何 らかの有資格者や経験豊富な者であ り、保健師からは、 よきパー トナーとして認知

された。派遣者の生活の拠点を日赤岩手県支部遠野対策本部 とし、レンタカーで現地

まで移動 した。活動がスムーズにい くよう活動要綱 を作成 し、看護ケア班のたすきを

円滑につなげるようにした。 この活動は、日本赤十字社の6校 の看護大学に引き継が

れ2012年3月 まで継続 された。

　 また、被災地の高齢者施設で介護者が不足 していることや避難所における高齢者ケ

アの必要性か ら、全国に8カ 所 ある赤十字の特別養護老人ホームに勤務する介護福祉

士等によって 「介護チーム」が編成され、岩手県の特別養護老人ホーム、介護老人保

健施設での活動にあたった。介護チームは、介護職員5～6名 、連絡調整員1～2名 、

健康生活支援講習指導員1～2名 の計7～9名 で構成 し、食事介助や入浴介助な どの支

援を行 った。4月 から6月 までに15班67名 が活動 した。

　看護ケア班 と介護チームの派遣は、今回の震災のニーズに応 じて初めて実施 したも

のである。災害時の全サイクルやニーズに応 じた看護支援について、十分 には準備さ

れていなかったのが実情である。今後、これ らの派遣体制や教育について検討 し整備

してい くことが課題である。

　原発事故における救護員の派遣は、初めての経験であり、救護員の二次被 ばくから

の安全確保についての明確な基準がな く困難を極めた。

　長浜赤十字病院の救護班は、3月11日16時 過ぎの出動命令により、翌12日 に相馬

市に到着 して14時 に救護活動を開始 した。しか し、19時 には日赤福島県支部 より放

射線汚染の拡大 による撤退指示が出されたため川俣町へ移動 し、福島赤十字病院救護

班 とともに、原発事故で避難 してきた双葉町、富岡町、浪江町の住民が避難 している

7カ 所の避難所を巡回診療 した。さらに、13日 に、撤退指示により、川俣町か ら二本

松市へ移動 した。
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　 その後、日赤は活動地域を原発より30km圏 外 とし、救護員は個人線量計 を携帯 し、

集積線量1ミ リシーベル トまでを目安 として活動することに した。活動時の被ば く線

量の管理 は本社が行った。放射線に関する支援要員 として、広島赤十字 ・原爆病院 と

日本赤十字社長崎原爆病院の放射線専門の医師を福島に派遣 し、救護員 にブリーフィ

ング、デブリーフィングを実施 した。また、緊急時に備え、福島県支部に防護服やガ

イガーカウンターを設置 した。このような整備をして、避難所における救護活動や、

警戒区域一時立ち入 り中継地点において医療救護を実施 した。

　今回の原発事故は、世界的にはチェルノブイ リやスリーマイル島の原発事故が例に

あったものの日本では想定外の出来事であった。 しか し、もはや原発の 「安全神話」

は崩壊 し、世界的な課題 として、検討準備 してい く必要がある。

　検討には、放射線による健康障害への対応、健康モニタリング、食物汚染、除染、

被ば くの予防 ・教育、避難民の対応、こころのケア等さまざまな課題がある。国際赤

十字委員会、国際赤十字 ・赤新月社連盟 はいち早 くこの課題 に取 り組んでいるが、多

くの国際的な機関 との連携が重要である。

　 石巻医療圏では石巻市立病院、石巻市夜間急患センターが壊滅的被害を受け、唯一

診療機能を保持 していた石巻赤十字病院(以 下、石巻 日赤)は 、多 くの被災者を一手

に受け入れ ることとなった。

　病院職員は不眠不休の状態で診療活動を続 け、この状態が続けば石巻 日赤 も機能不

全に陥る危険性があった。発災2日 後の3月13日 、石巻 日赤か ら本社 に支援要請の第

一報が入 り
、本社では直ちに看護職員の派遣に向けて動き始 めた。通信手段の確保が

難 しい中、派遣者 に被災地の状況や個人装備などを知 らせ るために情報収集するとと

もに、派遣者の移動手段や食料確保などの調整を行い、その日の うちに全国の日赤病

院に派遣依頼 を発信 した。3月14日 には第1班 支援要員を召集 し、翌日、助産師10

名、看護師8名 をチャーターバスで送 り出した(写 真1)。 現地での活動は原則5日 間、

移動を含めて7日 間の派遣期問であった。

　石巻 日赤は近隣地域のすべての妊産婦を受 け入れ、分娩数が激増 していた。派遣 さ

れた助産師たちは、夜勤のローテーシ ョンに組み込まれ、分娩介助や外来での妊産褥

婦指導、NICUで の新生児ケア等を担当 した。各病棟 には支援看護師が1～2名 ずつ配

置 され、 日常生活援助を中心に活動 した。

　本社では今後 も長期的な支援が必要 になると考え、直ちに第2班 以降の派遣調整 に

取 りかかった。石巻日赤の受診者数は震災前の約6倍 、救急車の受け入れ も平常時の

約5倍 という状況 にあり、3月25日 には支援要員増員の要請が入った。そのため、ト

リアージエ リア支援 として新たに看護師を追加派遣することとなった。派遣者数、派

遣期間は現地の状況に応じて調整 し、8月14日 までに372名 の看護職員が石巻 日赤で
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支援活動 を行 った。各 日赤病院 は、発災直後か らDMAT、 救護班等 を派遣 してお り、

さらに病院支援要員等の派遣が加 わることで勤務調整が困難 にな ることが予想 され、

先 を見越 した派遣計画が必要であった。また、今回の病院支援業務 は通常の救護活動

と異な るため、支援要員の心の準備 と実際の活動 に乖離が あ り、「自分 たちの活動は被

災地の支援 になっているのか?」 という気持ちを抱 く者 も少 な くなかった。

　 そのため、事前オ リエ ンテーシ ョンやブ リー フィングを通 して、現地 の状況や支援

の必要性 ・意義、支援 内容 を具体的に伝 えることも必要であった。石巻 日赤に とって

は、支援 によって職員が休息 をとることがで き、病院機能を維持で きた一方で、要員

受け入れの準備等が必要 となる状況 も生 まれた。課題 として、現地 に長期間滞在 して

マネ ジメ ン トやコーディネー トがで きる人材の育成等、派遣 する側、受 け入れ る側双

方に とって効果的な支援体制 を整 えるこ とが挙げ られ る。

　石巻赤十字看護専 門学校(以 下、石巻看専)は 、全国で唯一壊滅 的な被害を受 けた

看護学校 である(図1)。

　発災当時、学校 にいた学生 と教職員は、押 し寄せ る津波か ら必死 に逃れた。そして、

外部 との連絡が全 くとれず孤立 した避難所 内で、約1,200名 の避難者 に対 して飲 まず

食わずの救護活動 を行 っている。学校 は石巻 日赤 と離れてお り、学生 ・教職員の安否

はもちろん、建物の被害状況 は数 日たって も確認できなか った。幸い学生 と教職員は

全員無事であったが、校舎は もちろん、学校運営の基盤 となる施設設備や資料等の一

切 を失 っていた。

　教職員 は、石巻専修大学 の教室を借用 し、5月 か らの学校再 開を目指 して復興 に取

り組み始めた。 しか し、在学生の住居確保な どの生活支援、新入生への現状説明や入

学意思の確認な どに追われ、学校再開の準備 に取 り組 める状況になかった。 そこで本
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社 は、学校運営に必要 な施設整備 と書類の復元 を行 うために、全国の赤十字教育施設 ・

医療施設か ら、看護教員 の資格 と経験 を持つ職員の派遣を決定 した。支援要員 は、学

校運営に関す る資料や実習要項等の復元業務 を行 い、3月25日 か ら5月14日 の間 に

合計29名 が支援活動 を行 った。

　 教職員の中には生活基盤 を失 った者 もあ り、支援要員を派遣 して も、ほ とんど休息

を とれない状況が続 いていた。5月 か ら石巻専修大学で講義 を再 開 した ことに加 え、

学校建築 にかかわる業務が新た に生 じ、教職員の疲弊 はいっそ う強 くなっていたが、

国家試験 を控 えた3年 生の臨地実習開始のタイムリミッ トが迫 っていた。

　本社 は、6月 の実 習開始 に向けて、臨地実習をサ ポー トす る要員 を派遣す る必要が

あると判 断 し、実習ローテーションに合わせて支援要員を派遣す る計画を立案 した。

また、学校復興 に関す る業務 を支援す る学校再建 マネジメ ン ト支援者 を長期派遣す る

手配を進 めた。2012年3月 までに派遣 した実習支援要員 は19名 、学校再建マネジメ

ン ト支援者 は2名 で、 うち1名 は現在 も活動中である。

　今回の派遣の主な 目的は、被災地の学生 ・教職員への学習 ・業務支援 だったが、現

地教職員への心理的支援 も重要で あった。被災者(教 員)が 被災者(学 生)を 支 える

構 図によ り、支 える側の教員は弱音を吐 く相手 も場 も持ち得 なかったのだが、今回、

教員 を派遣 し続 けた ことで、一時で も感情を吐 き出す機会 を持つ こ とができた。また、

支援要員 に とって も、災害看護学 についての学 びや教育観を深め る機会 となった。一

方で、受 け入れ側に とっては、オ リエ ンテーシ ョンや 関係づ くりな どの負担を負 うこ
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ととなった。

今後は、現地雇用による人員確保や赤十字のグループメリットを活か した人事交流

による長期派遣を検討するなど、派遣体制のあ り方について検証する必要がある。

　今回、未曾有の被害に対応 した救護活動か ら、多 くの学びと課題を見出した。 日本

においても、今後 も大きな地震が発生することが高い確率で予測され、地球規模で見

て も、災害が多発 している。グローバル社会において、災害対策は日本の問題だ けで

はな く、世界的な課題である。地球規模で相互支援の体制をつ くり上げてい くことが

求められる。

　今回の教訓を活か し、特に課題 とした以下の項 目について充実 ・整備 していきたい。

　災害時は、多機関 ・多職種 との連携の下に、地域アセスメン トに基づき、救護員の

配置、救護活動の内容等を調整 ・指示 してい く必要がある。こうした本部機能に看護

職 として参画することにより、きめ細かで適切 な被災者へのケアの提供や救護員への

配慮ができる。被災地域の状況や実施 されている活動の全体像を把握 し、ローテーショ

ンで派遣 され る救護チーム等の活動をマネジメン ト・コーディネー トで きる人材の育

成が急がれる。 また、そのような人材が一定期間活動できるような派遣体制 を整える

ことも重要である。

　日赤では多 くの職員が救護活動等に携わ り、その中には今 まで救護活動を経験 した

ことがない者 も少なくなかった。2011年3月 までに派遣された救護班員 を対象に実施

したメンタルヘルスに関する調査では、初回派遣者が56%と いう結果であった。

　初回派遣者が未曾有の大災害を目の当たりにし、日常業務 とは全 く異なる状況の中

で活動 した時、派遣者への こころのケアは非常に重要 となる。 また、今 回は被災者で

あ り支援者で もあった行政の関係者、自衛隊や消防関係者などのこころのケアもク

ローズアップされた。これらの人々への現地でのこころのケア とともに、現地から戻っ

てきた救護者が、組織的かつ計画的にこころのケアを受けられ る体制が必要である。

　本社看護部が行った救護班の看護師長対象の調査では、派遣中の活動 として、「診療

の補助(92%)」 、「保健指導 ・教育(51%)」 、「こころのケア(39%)」 、「高齢者 ・障が

い者 ・小児 ・母性ケア(24%)」 、「日常生活の援助(13%)」 という結果であった。こ

れは、日赤の救護班が災害急性期への対応を中心に教育を行ってきたことが影響 して

いると考えられる。

　今回の震災の特徴は、建物倒壊等による外傷は少なく、避難生活環境の不整備 によ

る感染症等の発症、慢性疾患の悪化、メンタルヘルスの不調、高齢者の生活不活性化
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による心身の機能低下などが多かった ことである。このように、医療ニーズより看護 ・

介護ニーズが高かったことを鑑みると、災害の特徴や災害サイクルに応 じて、「診療の

補助」だけではなく、看護独自の機能を発揮することがよりいっそう求められると考

える。今後起 こりうる大規模災害を想定すると、今回初めての試みである看護ケア班 ・

介護チームの活動経験を実践知 として蓄積 し、災害の特徴、災害サイクル、ニーズに

合わせた活動ができる柔軟な体制が とれるよう整備 しておくことが必要 と考 える(図2)。

　救護活動を行 う際には、被災地に負担をかけないよう、個人およびチームに必要な

装備等を備えていることが求められる。 しか し、今回のように広範囲に及ぶ大規模災

害の場合は、救護班等の宿泊施設や食料などの生活環境 を整え るのは非常に困難で

あった。救護要員が心身 ともに健康でなければ十分な活動 は期待できない。

　活動拠点 となる施設 ・設備等の環境整備など、ロジスティックな支援体制の充実も

重要である。

　 日本 は地震大国であり、首都直下型地震や東海、東南海地震等は高い確率で発生が

予測 されている。今後は、 さまざまな災害を想定 し、放射線看護 も含めた災害看護教

育に力を入れてい くことが重要である。

　また、災害時には被災地での自助 ・共助が非常に重要 となる。住民 とともに、地域

の防災力を高めるための取 り組みに看護職 として参画することも求められる。
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